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＜要　旨＞
　本事業は、西南女学院大学および九州歯科大学の教育研究資源を相互に有効活用した、教員と学生の協働に
よる地域密着型食育活動である。また、地域住民に対する食育活動を推進すると同時に、参加型学生教育として、
学生の積極的参加を促している。2014 ～ 2016 年度の３年間において、参加者の世代は幅広く、回を重ねるにつれ、
参加者数は漸増した。また、本事業への参加回数が多いほど、参加者の講演に対する理解度は高く、生活習慣
の改善が認められた。このことから、本事業は健康日本 21（第二次）の目標達成に繋がる健康づくりの場の構
築に寄与しているものと思われる。また、参加率の高かった回は学生による給食提供があり、事業実施者の顔
が見えるコンテンツが参加率上昇の一翼を担ったものと推察される。さらに、参加者の約半数以上がリピーター
であり、本事業が参加者同士の交流の場となり、参加者全体の健康増進に対する意識を高めているものと思わ
れる。今後、より一層の参加率増を目指し、引き続き、地域住民の意見を積極的に取り入れた地域貢献事業と
して展開したいと考える。
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Ⅰ．目的
　すべての国民が心身の健康を確保し、生涯にわたっ
て生き生きと暮らすためには、何よりも『食』が重要
である。『食育』は生きる上での基本であり、知育、徳
育および体育の基礎となるべきものと位置付けるとと
もに、様々な経験を通じて『食』に関する知識と『食』
を選択する力を習得し、健全な食生活を実践すること
のできる人間を育むことである。しかし、社会経済情
勢が目まぐるしく変化し、日々忙しい生活を送る中で、
人々は毎日の『食』の大切さを忘れがちである。我が
国の食生活は時代の変化に伴い、栄養の偏り、不規則
な食事、肥満や生活習慣病の増加、過度の痩身志向等
の問題が生じ、人々は自ら『食』のあり方を学ぶこと
が求められている。こうした『食』をめぐる環境の変
化の中で、国民の『食』に関する考え方を育て、健全
な食生活を実現すべく、食育推進に関する取組を総合
的かつ計画的に推進するため、2005 年（平成 17 年）
６月『食育基本法』が制定された１）。
　現在、我が国は世界有数の長寿国であり、生活習慣
病が死因の約６割、国民医療費の約３割を占め、その
予防および改善が国民的課題であることから、生活習
慣病の予防および改善につながる食育推進が必要であ
ることは言うまでもない２, ３）。食の多様化により引き
起こされた生活習慣病やメタボリックシンドロームの
蔓延を解決するためには、食育としての取組が必要で
ある。とりわけ、2012 年（平成 24 年）国民健康・栄
養調査『都道府県別の肥満及び主な生活習慣の状況』
によると、福岡県は、野菜摂取量の平均値（20 歳以上）
では、男性 43 位、女性 40 位と低位となっている。さ
らに、男性の喫煙率の高さは 11 位である。一方、歯
喪失の主原因である歯周病は 40 歳代から急増してい
るものの、歯周疾患健診の受診率は３％と低迷してい
る４）。これらは、福岡県における地域住民の生活習慣
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病予防および歯・口の健康維持のための積極的な食育
推進が必要なことを示唆している。食育基本法の開始
から、食育推進基本計画および第２次食育推進基本計
画に基づき、食育は着実に推進・進展している一方、
我が国の高齢化は急速に進み、健康寿命の延伸は我が
国の重要な課題である。
　そこで、本学栄養学科および九州歯科大学は、2014
年度より、『食と健康』に関する啓発活動を通して、地
域と大学との連携を深め、地域住民の健康増進に貢献
することを目的とした公開講座を開催している。本事
業への参加者数は増加の一途を辿り、地域住民の食と
健康に対する関心の高さ、ならびに、本事業に対する
満足度の高さを実感し、同時に、地域への定着化も認
められ、地域密着型食育活動として、浸透しつつある５）。
また、2016 年３月、第３次食育推進基本計画が策定
され、重点課題として、第２次計画に引き続き『健康
寿命の延伸につながる食育の推進』が明記され、健康
づくりや生活習慣病予防のための減塩等およびメタボ
リックシンドローム、肥満・やせ・低栄養の予防等の
推進が期待されている。さらに、食育の総合的な促進
に関する事項の一つとして、『地域における食育の推
進』『食育推進運動の展開』が挙げられている６）。
　本稿では、本学栄養学科および九州歯科大学口腔保
健学科による大学連携事業としての地域密着型食育活
動の３年間の取組概要ならびに本事業への参加回数と
生活習慣改善との関連性について報告する。
Ⅱ．方法
　西南女学院大学は『食と健康』、九州歯科大学は『口
腔保健』の視点から、教員と学生の協働による、地域
住民を対象とした食育推進運動として、2014 年度より、
連携公開講座を開講した（４回 / 年）。講演と講演後の
給食提供をセットとし、地域住民に対し、生活習慣改
善に向けた動機づけを行った。また、公開講座に積極
的に関わることを通じて、将来の北九州市の食と健康
を担う管理栄養士・栄養士・歯科衛生士としての人材
の育成を図るため、両大学の学生ボランティアの積極
的参加を募った。
１．対象者の選定
　毎回、食育推進に関するテーマを挙げ、参加者を募
集した（定員 120 名 / 回）。また、2016 年度より、食
事提供を実施する回においては、参加者に対し、食材
料費の一部として『200 円／回』の負担を依頼している。
２．広報活動
　３か月前より、学科ブログでの情報提供および近隣
の市民センター等においてチラシ配布を行った（1,000
枚／回）。
３．公開講座
　公開講座は２部制とし、第１部は講演（60 ～ 90 分
実習含む）および食育イベント、第２部として、テー
マに則した給食提供および質疑応答を行った。また、
昼食後、アンケート調査を実施し、参加者の満足度評
価の指標ならびに今後の課題とした。
１）第１部
　講演は両大学教員が行った。食育イベントは健康増
進に関連した内容とし、各回のテーマに合わせて、身
体計測・口腔ケア・血管年齢測定・血圧測定・食事診
断等、教員および学生スタッフによる協働にて実施し
た。
２）第２部
　講演のテーマに合わせた昼食献立を考案し、提供し
た。献立作成、提供に至るまでの栄養価算定、発注、
検収、大量調理、提供および栄養媒体（リーフレット）
の作成は、西南女学院大学栄養学科の教員および学生
が行った。また、昼食提供後、参加者に対してアンケー
ト調査を実施し、参加者の満足度評価の指標ならびに
今後の課題とした。
４．アンケート調査
１）調査方法
　参加者に対して、『西南女学院大学・九州歯科大学連
携公開講座に関するアンケート』を実施した。調査実
施期間は 2014 年７月～ 2016 年 12 月であり、自記式
無記名式質問紙調査とした。記入済みアンケート用紙
は、昼食会場出入り口に設置した回収ボックスに参加
者自身が投函した。アンケート回収数は、３年間で延
べ『1,111 名』、平均回収率は『91.3％』であった。
２）調査内容
　主な質問項目は『対象者の属性（性、年齢、居住地
等）』『講演内容に対する理解度』『提供した食事内容に
関する評価（量、味、総合評価）』および自由記述とした。
2015 年度以降は、『公開講座への参加回数』および『生
活習慣に関する 15 項目』を調査項目として追加した。
３）分析方法
　アンケートの提出により、研究趣旨に同意を得られ
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たとし、分析対象とした。各回で集計を行い、基本属性、
講演内容および食事内容に関する項目に関しては単純
集計を行った。また、本事業への参加回数と生活習慣
改善との関連性について比較検討するため、2016 年度
第４回アンケート回収数 103 件のうち、対象者の属性
および参加回数に欠損値のない集計結果（79 名）を分
析対象とし（有効回答率 76.7％）、参加回数４回以上
群 30 名（62.0％）と参加回数３回以下群 49 名（37.9％）
の２群に分け、『講演内容に対する理解度』ならびに
『生活習慣に関する 15 項目』について、Fisher の直接
確率検定または Pearson のカイ二乗検定を用い、解析
した（有意確率５％未満）。
５．倫理的配慮
　本研究は、西南女学院大学ならびに九州歯科大学の
倫理委員会の承認を受けて行った（2014 年度受付番号
第２号）。研究の実施に際し、口頭および文章で研究の
目的、意義、内容について十分な説明を行い、無記名
の調査票の提出をもって同意が得られたものした。
Ⅲ．結果
　2014 年度より、北九州市における食育推進のため、
西南女学院大学は『食と健康』、九州歯科大学は『口
腔保健』の視点から、毎回、公開講座のテーマを掲げ、
講演と給食提供をセットとした食育推進活動を開始し
た。2014 ～ 2016 年度公開講座の実施概要（テーマ、
食育イベントおよび食事内容）については、表１に示
した。開催日はいずれも土曜日とし、9：00 より受付
開始、終了時刻はおおよそ 13：00 であった。
　これまでの参加者は、３年間で延べ『1,221 名』で
あった（表２）。女性の平均参加率は 71.2％と毎回
高かったのに対し、男性は 10％未満であった。また、
参加者の年齢は、ほとんどの回において、50 歳以上が
80％以上を占め、50 歳未満は 10％程度であった。し
かしながら、参加者の年代は 20 歳未満から 80 歳代
以上までと幅広く、中でも 70 歳代の占める割合が約
40％であった（図１）。
表 1：2014 ～ 2016 年度公開講座実施概要
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　公開講座を開始した 2014 年度第１回の応募者数は、
100 名にも満たなかったが、開催回数とともに、参加
希望は増加し、平均応募者数 134 人と、定員（120 名）
を超え、2016 年度第２回では抽選を行うまでに至った。
全 11 回の平均参加者数は 111 名であり、平均参加率
は 86.4％であった。また、学生による給食提供を行っ
た回の平均参加率は 91.5％であったのに対し、給食提
供を行わなかった回では 77.6％であった。特に、食事
テーマ『噛み噛み御膳』『メタボ予防食』『糖尿病予
防食（500kcal）』『減塩食』『骨粗鬆症予防食』『健やか
御膳（まごわやさしい）』の参加率は全体平均より高く、
いずれも学生による給食提供が実施された回であった
（表３）。
　本事業の開催回数は、３年間で全 11 回であった。
参加者の本事業への参加回数は、『初めて』の者が約
10％であり、２回以上の者が大半を占め、参加者のほ
とんどがリピーターであった（表４）。『講演について
の理解度』では、『本日の公開講座を聞いて、食と健康
についての理解を深めていただけましたか』との質問
に対し、全対象者が『大変深まった』『やや深まった』
との回答であり、いずれの群においても『大変深まっ
た』と答えた者が 70％以上であった。また、参加回数
４回以上群は３回以下群に比し、理解度が有意に高かっ
た（p ＜ 0.05）（表５）。『生活習慣に関する 15 項目』
では、『連携公開講座に参加して、普段の生活で心がけ
るようになったことはありますか。当てはまるものす
表 2：参加者の属性
図 1：参加世代
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べてに○印をつけてください。』との質問に対し、参加
回数４回以上群は３回以下群に比し、『減塩』『脂肪を
摂りすぎない』『魚を食べるようにする』『よく噛んで
食べる』『定期的に体重測定をする』『定期的に血圧測
定をする』といった講演内容に即した食行動・食スキ
ルについての実践率が有意に高かった（p ＜ 0.05）（表
６）。
表 3：参加者数および参加率
表 4：参加回数および参加人数
表 5：講演内容に対する理解度
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Ⅳ．考察
　我が国の食料消費は少子高齢化、単身世帯の増加、
食の外部化の進展等により大きく変化し、主食である
米、野菜の消費量が減少する一方、畜産物、油脂等が
増加する傾向が続いてきた７）。現在に至るまで、これ
らに起因する肥満や生活習慣病を予防し、食生活の改
善が図られるよう、食育基本法に基づき、様々な食育
推進活動が行われている。しかし、肥満や生活習慣病
は引き続き我が国の国民的課題である一方で、若い女
性の痩せ、高齢者の低栄養傾向等の健康面における問
題への対応も必要である。
　2014 年度より、本学栄養学科および九州歯科大学口
腔保健学科は、大学連携事業として、『食と健康』に関
する公開講座を開催している。３年間の参加者数は延
べ『1,221 名』に上り、参加者の約半数以上がリピー
ターである。このことは、本事業に対する参加者の満
足度および地域への定着化を示しており、地域におけ
る食育推進活動として、十分に浸透しているものと思
われる。また、参加者の半数以上は高齢者であり、第
３次食育推進基本計画の具体的な施策である『高齢者
に対する食育推進』の普及啓発活動として、本事業は
重要な役割を果たしているものと推察される。
　本事業は地域住民に対する食育推進活動であり、参
加者自身の生活習慣改善への強い動機づけは生活習慣
病の重症化予防および健康寿命の延伸へと繋がる。さ
らに、健全な食生活を実践するためには、国民一人一
人が自分にとって必要な食事の量を把握し、その人に
適した食事を摂ることが必要であることから、栄養バ
ランス等に配慮した食生活を送っている国民の割合の
増加が期待されている。第３次食育推進基本計画にお
いて、重点課題として、『健康寿命の延伸につながる食
育の推進』が揚げられ、食育の推進に当たっての目標
値が設定されている６）。第３次食育推進基本計画の目
標『生活習慣病の予防や改善のために、普段から適正
体重の維持や減塩等に気を付けた食生活を実践する国
民の割合』では、現状値 69.4％（2015 年度）から目標
値 75％以上（2020 年度）、『ゆっくりよく噛んで食べ
る国民の割合』では、現状値 49.2％（2015 年度）から
目標値 55％以上（2020 年度）への増加を目指している。
表 6：生活習慣に関する 15 項目
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本事業は講演に加え、そのテーマに合わせた食育イベ
ントおよび食事提供を行うことにより、参加者の生活
習慣改善への気づきや動機づけを促すことを狙いとし
ている。実際、本事業への参加回数が多いほど、参加
者の講演に対する理解度は高まり、そのテーマに関連
した生活習慣改善に繋がったものと思われる。また、
本事業への参加回数が４回以上の参加者では、生活習
慣改善としての実践率が『定期的な体重計測：79.6％』
『減塩：91.8％』『脂肪を摂りすぎない：91.8％』『よく
噛んで食べる：71.4％』であり、既に 2020 年度の目標
を達成している。すなわち、本事業は健康寿命につな
がる食育の推進として、大きな役割を担っており、地
域密着型公開講座として十分に評価しうるものと考え
られる。また、本事業への参加率の高かった回は学生
による給食提供があり、参加者にとって『学生による
手作り』といった事業実施者の顔が見えるコンテンツ
が参加率の上昇に寄与していることが推察された。
　『二十一世紀における第二次国民健康づくり運動（健
康日本 21（第二次））』は 2013 年度から 2022 年度まで
の 10 年間の計画であり、健康寿命の延伸と健康格差
の縮小の実現を目指し、国民の健康の増進の総合的な
推進を図るため、53 項目の具体的な目標が設定されて
いる８）。基本的な方針の中でも、国民の健康増進を形
成する基本要素となる栄養・食生活、身体活動・運動、
休養、飲酒、喫煙および歯・口腔の健康に関する生活
習慣改善は重要である。地域や職場等を通じて、生活
習慣病を発症する危険度の高い集団や、総人口に占め
る高齢者の割合が最も高くなる時期に高齢期を迎える
現在の青壮年期の世代への生活習慣改善ならびに健康
増進への働きかけを進めることにより、健康日本 21（第
二次）に掲げられている目標を達成することができる。
本事業の参加者の年齢は 50 歳以上が 80％以上を占め
ており、生活習慣改善を行うべき対象集団である。本
事業への参加回数が多い参加者において、食行動・食
スキルについての実践率が高かったことから、本事業
は生活習慣改善ならびに健康増進への働きかけとして
の役割を果たしているものと推察される。また、健康
日本 21（第二次）の基本的方針には『健康を支え、守
るための社会環境の整備』が掲げられ、『地域のつなが
りの強化（居住地域でお互いに助け合っていると思う
国民の割合の増加）』および『健康づくりを目的とした
活動に主体的に関わっている国民の割合の増加』を目
標としている。国は国民が主体的に行う健康づくりの
取組を総合的に支援するだけでなく、地域や社会の絆、
支援等が機能することにより、社会全体が相互に支え
合いながら、国民の健康を守る環境整備を目指してい
る。本事業の参加者の多くは地域住民（北九州市在住）
であり、かつ、半数以上がリピーターである。このこ
とは、本事業が地域住民の健康づくりの場として定着
していることに加え、参加者同士の交流の場としての
役割を果たすことにより、参加者全体の健康増進に対
する意識向上および QOL の向上を支援している可能
性も示唆された。さらに、本事業は住民の主体的参加
により成立しており、国民が健康を支え、守るための
目標達成に対しても、十分に貢献しているものと思わ
れる。
　今後も引き続き、これまでの公開講座を基盤とし、
本学は主として『食と健康』の立場から、九州歯科大
学は『口腔保健』の視点から、毎回テーマを決めて、
地域住民の健康増進に貢献するための公開講座の開講
を目指す。また、2017 年度より、本学部の特色である
『看護・福祉・栄養』を活かした公開講座を開催する
こととし、地域密着型の食育活動を展開している。『身
体の健康』、『心の健康』、心身の健康を支える『食と
栄養』の３分野が連携・協働することにより、これま
で以上に有益かつ幅広い分野の知識の教授が可能とな
り、地域住民自身の生活習慣改善への強い動機づけに
繋がるものと思われる。また、本事業への学生の積極
的参加を促し、将来を担う専門的知識を有する人材の
養成・育成にも役立てたいと考える。
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Joint Activities of Universities for the Improvement of Lifestyle Habits of 
Community-residing Adults : Three Year Summary and Future Issues
　　　Masayo Oumi＊, Yasuko Sakaida＊, Rumiko Aoki＊, Toshiyuki Tsujisawa＊＊, 
　　　Sumio Akifusa＊＊, Katsumi Hidaka＊＊, Tatsuya Tagawa＊
＜Abstract＞
     The Department of Nutritional Sciences at Seinan Jo Gakuin University and the Department of 
Oral Health Care Sciences at Kyushu Dental University started a joint project for improving lifestyle 
habits of local residents in Kitakyushu City in 2014. The activities of this project consisted of 
extension lectures for some of the lifestyle-related diseases and a meal prepared with consideration of 
the characteristics of the disease. At the same time as promoting food-educational activities for local 
residents, we encouraged students to participate positively in the activities as a type of participatory 
education. During the three years from 2014 to 2016, we held such activities. The generation of 
participants was broad and the number of participants has gradually increased during that time. As 
the number of times for participation in this project was large, the degree of understanding of the 
lectures by participants was high and they improved their lifestyle habits. It seems that this project 
is contributing to the establishment of a health promotion site which is leading to the achievement 
of a healthy Japan 21 (second) goal. Also, in the times when the participation rate was high, students 
provided meals, and it can be inferred that the content that the face of the project executer sees 
played a part in raising the participation rate. In addition, more than half of the participants were 
repeaters, and this project is a place of interaction among participants which is thought to enhance 
awareness of health promotion among the participants. In the future, we aim to further increase 
the participation rate and continue to develop this as a regional contribution project that actively 
incorporates the opinions of local residents.
Keywords: cooperation of universities, providing a meal, extension lectures,
　　　　　 community-residing adults, improvement of lifestyle habits
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